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第
八
十
条
の
二
中
「
掲
げ
る
金
額
又
は
」
を
「
掲
げ
る
金
額
若
し
く
は
」
に
、「
掲
げ
る
金
額
に
つ
き
」
を
「
掲
げ

る
金
額
又
は
地
方
法
人
税
法
第
二
条
第
十
六
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
地
方
法
人
税
確
定
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
同

法
第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
（
確
定
申
告
）
に
掲
げ
る
金
額
に
つ
き
」
に
改
め
る
。

第
八
十
一
条
の
五
中
「
被
合
併
法
人
等
か
ら
」
を
「
被
合
併
法
人
等
で
あ
る
内
国
法
人
か
ら
」
に
改
め
る
。

第
八
十
一
条
の
十
三
第
二
項
中
「
金
額
）
並
び
に
」
を
「
金
額
）
及
び
当
該
連
結
事
業
年
度
の
地
方
法
人
税
法
第

九
条
第
二
項
（
課
税
標
準
）
に
規
定
す
る
課
税
標
準
法
人
税
額
（
同
法
第
六
条
第
三
号
（
基
準
法
人
税
額
）
に
定
め

る
基
準
法
人
税
額
に
係
る
も
の
に
限
る
。）に
つ
き
同
法
第
三
章
（
税
額
の
計
算
）（
第
十
一
条
（
特
定
同
族
会
社
等
の

特
別
税
率
の
適
用
が
あ
る
場
合
の
地
方
法
人
税
の
額
）
及
び
第
十
五
条
（
連
結
法
人
の
地
方
法
人
税
の
個
別
帰
属
額

の
計
算
）
を
除
く
。）の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
地
方
法
人
税
の
額
並
び
に
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
法
人
税
の

額
並
び
に
」
を
「
法
人
税
の
額
及
び
地
方
法
人
税
の
額
並
び
に
」
に
改
め
る
。

第
八
十
一
条
の
十
五
第
一
項
中
「
連
結
所
得
で
そ
の
源
泉
が
国
外
に
あ
る
も
の
」
を
「
連
結
国
外
所
得
金
額
（
国

外
源
泉
所
得
（
第
六
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
国
外
源
泉
所
得
を
い
う
。）に
係
る
所
得
の
み
に
つ
い
て
各
連
結
事

業
年
度
の
連
結
所
得
に
対
す
る
法
人
税
を
課
す
る
も
の
と
し
た
場
合
に
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
当
該
連
結
事
業
年
度

の
連
結
所
得
の
金
額
に
相
当
す
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
金
額
を
い
う
。）」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
の
連

結
控
除
限
度
個
別
帰
属
額
と
」
を
「
の
連
結
控
除
限
度
個
別
帰
属
額
、
地
方
法
人
税
控
除
限
度
個
別
帰
属
額
と
し
て

政
令
で
定
め
る
金
額
及
び
」
に
、「
と
の
合
計
額
」
を
「
の
合
計
額
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
）
か
ら
」
を

「
）
で
あ
る
内
国
法
人
か
ら
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
分
割
法
人
等
」
の
下
に
「
で
あ
る
内
国
法
人
」を
加
え
、

同
条
第
七
項
中
「
第
六
十
九
条
第
五
項
」
を
「
第
六
十
九
条
第
十
一
項
」
に
、「
同
条
第
五
項
」
を「
同
条
第
十
一
項
」

に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
被
合
併
法
人
等
か
ら
」
を
「
被
合
併
法
人
等
で
あ
る
内
国
法
人
か
ら
」
に
改
め
、
同
条

第
十
二
項
中
「
第
六
項
及
び
」
を
削
り
、「
第
五
項
ま
で
及
び
第
七
項
」
を
「
第
七
項
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条

第
十
四
項
と
し
、
同
条
第
十
一
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

12

第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
連
結
法
人
は
、
当
該
連
結
法
人
が
他
の
者
と
の
間
で
行
つ

た
取
引
の
う
ち
、
当
該
連
結
法
人
の
各
連
結
事
業
年
度
の
第
一
項
に
規
定
す
る
連
結
国
外
所
得
金
額
の
計
算
上
、

当
該
取
引
か
ら
生
ず
る
所
得
が
当
該
連
結
法
人
の
国
外
事
業
所
等
（
第
六
十
九
条
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
国

外
事
業
所
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
帰
せ
ら
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
財
務
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
国
外
事
業
所
等
に
帰
せ
ら
れ
る
取
引
に
係
る
明
細
を
記
載
し
た
書
類
そ
の
他
の

財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

13

第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
連
結
法
人
は
、
当
該
連
結
法
人
の
第
六
十
九
条
第
四
項
第

一
号
に
規
定
す
る
本
店
等
と
国
外
事
業
所
等
と
の
間
の
資
産
の
移
転
、
役
務
の
提
供
そ
の
他
の
事
実
が
同
号
に
規

定
す
る
内
部
取
引
に
該
当
す
る
と
き
は
、
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
事
実
に
係
る
明
細
を
記
載

し
た
書
類
そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
八
十
一
条
の
二
十
五
第
一
項
中
「
金
額
、
そ
の
」
を
「
金
額
、
地
方
法
人
税
法
第
十
五
条
第
一
項
（
連
結
法
人

の
地
方
法
人
税
の
個
別
帰
属
額
の
計
算
）
の
規
定
に
よ
り
計
算
さ
れ
る
地
方
法
人
税
の
負
担
額
と
し
て
帰
せ
ら
れ
る

金
額
又
は
地
方
法
人
税
の
減
少
額
と
し
て
帰
せ
ら
れ
る
金
額
、
こ
れ
ら
の
金
額
の
」
に
改
め
る
。

第
八
十
二
条
中
「
掲
げ
る
金
額
又
は
」
を
「
掲
げ
る
金
額
若
し
く
は
」
に
、「
掲
げ
る
金
額
に
つ
き
」
を
「
掲
げ
る

金
額
又
は
地
方
法
人
税
法
第
二
条
第
十
六
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
地
方
法
人
税
確
定
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
同
法

第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
（
確
定
申
告
）
に
掲
げ
る
金
額
に
つ
き
」
に
改
め
る
。

第
百
三
十
八
条
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

外
国
法
人
が
恒
久
的
施
設
を
通
じ
て
事
業
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
当
該
恒
久
的
施
設
が
当
該
外
国
法
人
か

ら
独
立
し
て
事
業
を
行
う
事
業
者
で
あ
る
と
し
た
な
ら
ば
、
当
該
恒
久
的
施
設
が
果
た
す
機
能
、
当
該
恒
久
的

施
設
に
お
い
て
使
用
す
る
資
産
、
当
該
恒
久
的
施
設
と
当
該
外
国
法
人
の
本
店
等
（
当
該
外
国
法
人
の
本
店
、

支
店
、
工
場
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
で
あ
つ
て
当
該
恒
久
的
施
設
以
外
の

も
の
を
い
う
。
次
項
及
び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。）と
の
間
の
内
部
取
引
そ
の
他
の
状
況
を
勘
案
し
て
、

当
該
恒
久
的
施
設
に
帰
せ
ら
れ
る
べ
き
所
得
（
当
該
恒
久
的
施
設
の
譲
渡
に
よ
り
生
ず
る
所
得
を
含
む
。）

第
百
三
十
八
条
第
四
号
及
び
第
五
号
を
削
り
、
同
条
第
三
号
を
同
条
第
五
号
と
し
、
同
条
第
二
号
を
同
条
第
四
号

と
し
、
同
条
第
一
号
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

二

国
内
に
あ
る
資
産
の
運
用
又
は
保
有
に
よ
り
生
ず
る
所
得
（
所
得
税
法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
第
八
号
か
ら

第
十
一
号
ま
で
及
び
第
十
三
号
か
ら
第
十
六
号
ま
で
（
国
内
源
泉
所
得
）
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）

三

国
内
に
あ
る
資
産
の
譲
渡
に
よ
り
生
ず
る
所
得
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の

第
百
三
十
八
条
第
六
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

六

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
そ
の
源
泉
が
国
内
に
あ
る
所
得
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の

第
百
三
十
八
条
第
七
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
を
削
り
、
同
条
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

２

前
項
第
一
号
に
規
定
す
る
内
部
取
引
と
は
、
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
と
本
店
等
と
の
間
で
行
わ
れ
た
資
産
の

移
転
、
役
務
の
提
供
そ
の
他
の
事
実
で
、
独
立
の
事
業
者
の
間
で
同
様
の
事
実
が
あ
つ
た
と
し
た
な
ら
ば
、
こ
れ

ら
の
事
業
者
の
間
で
、
資
産
の
販
売
、
資
産
の
購
入
、
役
務
の
提
供
そ
の
他
の
取
引
（
資
金
の
借
入
れ
に
係
る
債

務
の
保
証
、
保
険
契
約
に
係
る
保
険
責
任
に
つ
い
て
の
再
保
険
の
引
受
け
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
取
引
と
し
て

政
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。）が
行
わ
れ
た
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
い
う
。

３

恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
国
内
及
び
国
外
に
わ
た
つ
て
船
舶
又
は
航
空
機
に
よ
る
運
送
の
事
業
を
行

う
場
合
に
は
、
当
該
事
業
か
ら
生
ず
る
所
得
の
う
ち
国
内
に
お
い
て
行
う
業
務
に
つ
き
生
ず
べ
き
所
得
と
し
て
政

令
で
定
め
る
も
の
を
も
つ
て
、
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
所
得
と
す
る
。

第
百
三
十
九
条
中
「
条
約
に
お
い
て
」
を
「
条
約
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
租
税
条
約
」と
い
う
。）に
お
い
て
」

に
、「
そ
の
条
約
」
を
「
そ
の
租
税
条
約
」
に
、「
法
人
」
を
「
外
国
法
人
」
に
、「
同
条
第
二
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
」

を
「
同
条
第
一
項
第
四
号
又
は
第
五
号
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
の
前
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
所
得
を
算
定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該

外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
と
本
店
等
と
の
間
の
同
号
に
規
定
す
る
内
部
取
引
か
ら
所
得
が
生
ず
る
旨
を
定
め
る
租

税
条
約
以
外
の
租
税
条
約
の
適
用
が
あ
る
と
き
に
は
、
同
号
に
規
定
す
る
内
部
取
引
に
は
、
当
該
外
国
法
人
の
恒

久
的
施
設
と
本
店
等
と
の
間
の
利
子
（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
同
じ
。）の
支
払
に
相
当
す
る
事
実
（
政
令
で
定
め
る
金
融
機
関
に
該
当
す
る
外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設

と
本
店
等
と
の
間
の
利
子
の
支
払
に
相
当
す
る
事
実
を
除
く
。）そ
の
他
政
令
で
定
め
る
事
実
は
、
含
ま
れ
な
い
も

の
と
す
る
。

第
三
編
第
二
章
第
一
節
中
第
百
四
十
一
条
の
前
に
次
の
款
名
を
付
す
る
。

第
一
款

課
税
標
準

第
百
四
十
一
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
百
四
十
一
条

外
国
法
人
に
対
し
て
課
す
る
各
事
業
年
度
の
所
得
に
対
す
る
法
人
税
の
課
税
標
準
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
外
国
法
人
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
国
内
源
泉
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
と
す
る
。

一

恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人

各
事
業
年
度
の
次
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得

イ

第
百
三
十
八
条
第
一
項
第
一
号
（
国
内
源
泉
所
得
）
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得

ロ

第
百
三
十
八
条
第
一
項
第
二
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
（
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
国

内
源
泉
所
得
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）

二

恒
久
的
施
設
を
有
し
な
い
外
国
法
人

各
事
業
年
度
の
第
百
三
十
八
条
第
一
項
第
二
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に

掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得

第
百
四
十
一
条
の
次
に
次
の
款
名
を
付
す
る
。

第
二
款

恒
久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算

第
百
四
十
二
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
恒
久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算
）

第
百
四
十
二
条

外
国
法
人
の
各
事
業
年
度
の
前
条
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
（
以
下
こ
の
款
に
お
い
て

「
恒
久
的
施
設
帰
属
所
得
」
と
い
う
。）に
係
る
所
得
の
金
額
は
、
外
国
法
人
の
当
該
事
業
年
度
の
恒
久
的
施
設
を

通
じ
て
行
う
事
業
に
係
る
益
金
の
額
か
ら
当
該
事
業
年
度
の
当
該
事
業
に
係
る
損
金
の
額
を
控
除
し
た
金
額
と
す

る
。
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